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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

［１］市町村の推進体制の整備等 

(1)高崎市の担当部局 

中心市街地の活性化推進に向けて、平成 14 年 4 月 1 日に商工部内に中心市街地活

性化担当（専任係長 1 名）を設け、平成 19 年 4 月 1 日より専任係長 2名体制で、さ

らに平成 20 年 4 月 1 日からは、商工部を商工観光部に名称変更し、商業、観光事業

の強化を図るとともに、中心市街地活性化関係機関連携と中心市街地活性化基本計画

の進行管理を一括して行う中心市街地活性化担当と中心市街地活性化事業を担当す

る商業振興担当の 2担当（職員６名）による取組みを行っている。 

(2)庁内の連絡調整のための会議組織

庁内の中心市街地活性化推進体制として、平成 10 年 9 月 1 日に「高崎市中心市街

地活性化対策推進本部」、平成 13 年 11 月 1 日に「高崎市中心市街地活性化推進委員

会」、平成 8 年 7 月 5日「高崎市中心市街地活性化検討委員会」を設置し、旧基本計

画の策定及び事後評価の実施に取り組んできた。新たな中心市街地活性化基本計画の

作成にあたっては、平成 19 年 5 月 1 日より、基本計画に掲げる事業の検討、各部局

間の連携・調整等を行ってきた。 

推進本部及び両委員会の構成員及び開催経過は以下のとおりである。 

≪高崎市中心市街地活性化対策推進本部の構成員≫ 

 部局名 職   名 備   考 

 1  副市長 本部長 

2 商工観光部 商工観光部長 副本部長 

3 市長公室 市長公室長  

 4 市長公室 企画調整課長  

 5 財務部 財務部長  

 6 財務部 財政課長  

 7 市民部 市民部長 

 8 保健医療部 保健医療部長 

 9 商工観光部 産業政策課長  

 10 建設部 建設部長 

11 都市整備部 都市整備部長  

12 教育部 教育部長  

 13 教育部 中央図書館長  
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≪高崎市中心市街地活性化推進委員会及び検討委員会の構成員≫ 

高崎市中心市街地活性化 

推進委員会 

高崎市中心市街地活性化 

検討委員会 

職 名 備 考 職 名 備 考 

1 商工観光部長 委員長 1 商工観光部産業政策課長 委員長 

2 都市整備部長 副委員長 2 商工観光部商工振興課長 副委員長 

3 企画調整課長 3 都市整備部都市計画課長 副委員長 

4 文化課長 4 市長公室企画調整課企画調整担当係長 

5 財政課長 5 市長公室文化課文化振興担当係長 

6 地域交通課長 6 財務部財政課財政担当係長 

7 保健医療総務課長 7 市民部地域交通課公共交通担当係長 

8 産業政策課長 8 保健医療部保健医療総務課総務担当係長 

9 
商工振興課長 

9
商工観光部産業政策課中心市街地活性化

担当係長 

10 観光課長 10 商工観光部商工振興課商業振興担当係長 

11 土木課長 11 商工観光部観光課観光振興係長 

12 建築指導課長 12 建設部土木課計画担当係長 

13 都市計画課長 13 建設部建築指導課建築指導担当係長 

14 
スマートインター整

備室長 
14

都市整備部都市計画課計画担当係長 

15 市街地整備課長 15 都市整備部都市計画課土地利用担当係長 

16 
都市施設課長 

16
都市整備部スマートインター整備室事業

担当係長 

17 
公園緑地課長 

17
都市整備部市街地整備課開発推進担当係

長 

18 教育総務課長 18 都市整備部市街地整備課管理担当係長 

19 中央図書館長 19 都市整備部都市施設課管理担当係長 

20 
高崎経済大学事務局

研究推進課長 
20

都市整備部公園緑地課事業担当係長 

21 教育部教育総務課施設担当係長 

22 教育部中央図書館次長（兼）庶務担当係長

23
高崎経済大学事務局研究推進課研究支援

担当係長

24
都市整備部都市集客施設整備室整備担当

係長
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≪委員会等の開催経過≫ 

日 時 会議名 議 題 

平成 19年

5 月 18 日

中心市街地活性化対

策推進本部、推進委員

会合同会議 

・(新)中心市街地活性化基本計画の策定について 

・高崎市中心市街地活性化基本計画策定業務委託業者選定

委員会の設置について 

中心市街地活性化推

進委員会 

・中心市街地活性化基本計画(現行)進捗状況について 

平成 19年

8 月 20 日

第 1 回中心市街地活

性化推進委員会・検討

委員会 

・(新)中心市街地活性化基本計画の策定について 

・現行基本計画掲載事業の進捗状況及び事業効果の調査に

ついて 

・現行基本計画区域内で実施中又は実施予定の事業に関す

る調査について 

・基本計画策定に係る資料の提供について 

・今後の日程について 

平成 19年

10月25日

第 2 回中心市街地活

性化推進委員会・検討

委員会 

・（新）高崎市中心市街地活性化基本計画骨子（案）につ

いて（中間報告） 

・中心市街地活性化協議会の設置について 

・今後のスケジュールについて 

平成 20年

2 月 20 日

第 2 回中心市街地活

性化対策推進本部、推

進委員会合同会議

・（新）高崎市中心市街地活性化基本計画（案）について

・高崎市中心市街地活性化協議会の設立について 

・パブリックコメントの実施について 

・認定申請スケジュールについて 

(3)市議会における中心市街地活性化に関する審議の内容

平成 20 年 3 月 12 日市議会市民経済常任委員会に「高崎市中心市街地活性化基本計

画（素案）」の説明並びに策定の進捗状況の説明を行い、了承された。 

平成 20 年 4 月 18 日市議会新風会所属議員 11 人に「高崎市中心市街地活性化基本

計画（素案）」を基に、本市の目指す中心市街地活性化への取組みについて活発な意

見交換を行った。 

(4)市民への広報等の状況 

中心市街地活性化に対する市民の声を取り入れるため、平成 20 年 3 月 17 日から 4

月 11 日までの 26 日間、「高崎市中心市街地活性化基本計画（素案）」に対する市民意

見の募集（パブリックコメント）を行った。その結果、24 件の意見や要望などが寄せ

られた。これらについては、市の web サイト上に考え方を公表したほか、本計画への

参考とした。 

中心市街地活性化に向けた取組みの理解を得るため、まちづくり団体等への説明を

行った。 

平成 20 年 3 月 19 日 高崎市中心商店街 

4 月 24 日 全市域商店街、地域商工会(商業施策説明会)

6 月 19 日 高崎実業組合連合会 

6 月 27 日 高崎女性経営者協会 
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［２］中心市街地活性化協議会に関する事項 

本市では、法第 15 条に基づく中心市街地活性化協議会を平成 19 年 12 月 18 日に設

置し、本基本計画に関する協議を行ってきた。また、これに先立って、平成 19 年 11

月 21 日に準備会を設置して、事前準備を行ってきた。 

準備会の開催経過、並びに協議会の規約、構成員及び開催経過は、以下のとおりで

ある。 

≪準備会、協議会の開催経過≫ 

日 時 会議名 議 題 

平成 19 年

11 月 21 日

中心市街地活性化

協議会準備会 

・本協議会の設立について 

・本協議会規約について 

・本協議会構成員について 

平成 19 年

12 月 18 日

第１回中心市街地

活性化協議会 

・本協議会の設立について 

・本協議会規約の制定について 

・本協議会構成員について 

・基本計画(案)作成の進捗とスケジュールについて 

・委嘱状の交付について 

平成 20 年

3 月 10 日 

第 2 回中心市街地

活性化協議会 

・基本計画(案) について 

・今後のスケジュールについて 

平成 20 年

6 月 30 日 

第 3 回中心市街地

活性化協議会 

・基本計画(案) について 

・意見書について 

中心市街地活性化協議会から提出された主な意見、及び意見に対する取り扱いは、

以下のとおりである。 

会議名 要 旨 

第 1 回中心市街地

活性化協議会 

・本協議会の設立、規約、構成員について、各構成員から承諾を得た

後、委嘱式を行った。 

・研修会を実施し、まちづくり三法と中心市街地活性化法に対する認

識を共有した。 

第 2 回中心市街地

活性化協議会 

・基本計画(案)の内容について事務局から報告があった。 

・音楽文化について、ソフト面は充実していると思うが、群馬音楽セ

ンターが老朽化していることもあり、今後、ハード面の充実を図っ

ていく必要がある。 

・中心市街地の駐車場整備は、非常に高い水準にあるため、今後、駐

車場と一体となった新しい都市づくりを行ってはどうか。 

・商業活力が低下している中、従来にない新たな商業活性化施策を検

討していきたい。 

第 3 回中心市街地

活性化協議会 

・基本計画(案)の内容について事務局から報告があった。 

・基本計画(案)に対する意見書の作成を行った。 
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協議会の意見書 
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高崎市中心市街地活性化協議会規約 
（設置） 

第１条 高崎商工会議所及び財団法人 高崎市都市整備公社（以下「設置者」という。）は、中心市

街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号。以下「法」という。）第１５条第１項の規

定に基づき、共同で中心市街地活性化協議会を設置する。 

（名称） 

第２条 前条に規定する中心市街地活性化協議会は、高崎市中心市街地活性化協議会（以下「協議

会」という。）と称する。 

 （目的） 

第３条 協議会は、法第９条第１項の規定により高崎市が作成しようとする中心市街地活性化基本

計画（以下「基本計画」という。）並びに内閣総理大臣の認定を受けた基本計画（以下「認定基本

計画」という。）及びその実施に関し必要な事項について協議し、高崎市中心市街地の活性化の総

合的かつ一体的な推進に寄与することを目的とする。 

 （活動） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

 （１）基本計画並びに認定基本計画及びその実施に関し必要な事項についての意見提出 

 （２）その他中心市街地の活性化に関すること 

 （構成員、委員） 

第５条 協議会は、次の者をもって構成し、委員は、その役・職員の中から設置者が委嘱する。 

 （１）高崎商工会議所 

 （２）財団法人 高崎市都市整備公社 

 （３）高崎市 

 （４）法第１５条第４項第１号及び第２号の規定に該当する者 

（５）前各号に掲げるもののほか、協議会において特に必要があると認める者 

２ 前項第４号に該当する者であって、協議会の構成員でないものは、自己を協議会の構成員

として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合においては、協議会は、正当な理由

がある場合を除き、当該申し出を拒むことができない。 

３ 前項の申し出により協議会の構成員となった者は、第１項第４号に規定する者でなくなった

とき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。 

４ 委員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

 （組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

 （会長及び副会長） 

第７条 会長は、高崎商工会議所会頭をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長が指名する者をもって充てる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 （会議） 

第８条 協議会の会議（以下｢会議｣という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会長は、委員（代理を含む）の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見若しくは説明を聴

き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （事務局） 

第９条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局の運営に必要な事項は、高崎商工会議所が処理する。 

 （補則） 

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。

   附 則 

本規約は、平成１９年１２月１８日から施行する。
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高崎市中心市街地活性化協議会 構成員

平成 20 年 10 月 1 日現在

（順不同・敬称略）

区 分 
構   成   員 所属団体 

役職 
委 員 名 

備 

考 根拠法令 団 体 名 

経済活力の向

上 

法第15条第1項関係

（商工会議所） 

高崎商工会議

所 

会 頭 原 浩 一 郎

専務理事 矢 澤 敏 彦

小売部会長 根 岸 良 司

都市機能の増

進 

法第15条第1項関係

（中心市街地整備推

進機構） 

財）高崎市都市

整備公社 
専務理事 山 口 進

市街地の整備

改善 

法第15条第4項関係

（市 等） 
高崎市 

商工観光部長 中 島 清 茂

都市整備部長 松 本 泰 夫

商業活性化 
法第15条第4項関係

（商業者） 

高崎商店街連

盟 
代表幹事 堀 米 正 一

㈱スズラン高

崎店 
取締役店長 渋 澤 彰 一

公共交通機関

の利便増進 

法第15条第4項関係

（交通事業者） 

東日本旅客鉄

道㈱高崎支社 
支社長 鎌 田 伸 一郎

関係行政機関

等 

法第15条第7項関係

（治安・防災） 
高崎警察署 署 長 藤 原 重 紀

法第15条第7項関係

（関係行政機関） 

群馬県産業経

済部商政課 
課 長 戸 塚 俊 輔

地域経済代表
法第15条第8項関係

（地域経済） 
高崎信用金庫 理事長 高 橋 英 美

地域メディア
法第15条第8項関係

（地域メディア） 
㈱ラジオ高崎 

代表取締役社

長 
井 上 雅 行

観 光 
法第15条第8項関係

（観 光） 

社）高崎観光協

会 
理事長 羽 鳥 修 司

※ 法第１５条第１項：中心市街地における都市機能の増進を総合的に推進するための調整を図る

のにふさわしい者及び経済活力の向上を総合的に推進するための調整を図

るのにふさわしい者 

※ 法第１５条第４項：基本計画で定められた事業を実施しようとする者、認定基本計画及びその

実施に関し密接な関係を有する者、当該市町村 

※ 法第１５条第７項：関係行政機関等、必要があると認める者 

※ 法第１５条第８項：必要な協力を求めることができる者
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［３］基本計画に基づく事業・措置の一体的推進 

(1)客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業・措置の集中実施 

前段で整理した、旧法に基づく基本計画の進捗状況の総括（44～48 ページ）、地域

の現状等に関する統計的なデータ等（8～33 ページ）、並びに地域住民のニーズ等（34

～41 ページ）を踏まえて、基本計画に基づく事業・措置の一体的推進を以下のよう

に展開する。 

先ず、旧基本計画で位置づけた事業の進捗率が必ずしも高くはない理由の一つとし

て、実現性の見通しの立っていない構想レベルの事業まで盛り込んでいたことが挙げ

られる。このため本基本計画においては、“選択と集中”の視点に立って事業・措置

を集中的に実施するために、熟度が高く実現性の高い事業に絞るとともに、中心市街

地の区域自体を、旧基本計画の約 245ha から、予定事業が含まれる約 175ha の区域に

縮小した。 

また、多数の事業を効率的・効果的に実施するための基本戦略として、中心市街地

全体の活性化を誘発する起爆剤としての効果が期待される「高崎駅東口周辺整備」、

「新図書館・医療保健センターの建設」、「スズラン高崎店の増床」の３つの事業をリ

ーディングプロジェクトとして位置づけ、これらを強力に推進するとともに、その波

及効果を中心市街地全体の再構築に結びつけることをめざしている。 

≪“選択と集中”の視点に立った事業・措置の集中実施の方針≫（51 ページの再掲）
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(2)様々な主体の巻き込み及び各種事業等との連携・調整 

本基本計画においては、様々な主体による 57 の事業を位置づけたが、これら多く

の事業を相互に連携・調整しながら効率的・効果的に実施するための方策として、継

続的に活性化事業を推進する母体になる地域ぐるみの取組み体制を構築するものと

する。 

具体的には、今回新たに設置した中心市街地活性化協議会を中心に事業推進を図る

ものとするが、当協議会の構成員以外にも、様々なまちづくりの担い手がいることか

ら、以下に示す体制・流れで、必要に応じて、協議会構成員以外の様々な主体を巻き

込み、また、各種事業間の連携・調整を図りながら、基本計画に基づく事業・措置の

一体的推進を図るものとする。 

≪地域ぐるみの取組み体制図≫

≪中心市街地活性化協議会を中心とした事業・措置の一体的推進の流れ≫ 

様々な主体の巻き込み及び 

各種事業等との連携・調整の判断 

各事業の推進 

中
心
市
街
地
活
性
化
協
議
会

高崎市中心市街地活性化基本計画 

基本計画に掲載された各事業の実施段階 

必 要

協議会構成員以外を

巻き込んだ（仮）専

門部会よる詳細検討

ありなし

連携

判断

意見

調整

協議会構成員以外を

巻き込んだ(仮)専門部

会による詳細検討 

地元商業者 

○地元商店街 

(24 商店街、722 店) 

○大型小売店 など 

関係機関 

○商工会議所 

○都市整備公社 

○観光協会 

○高崎経済大学など

まちづくり活動団体 

○青年商業者研究会 

○女性経営者研究会 

○NPO(高崎やる気堂 ,ぐん

ま,DNA,時をつむぐ会)など 

地元生活者 

○街なか居住者 

約 8 千世帯 

約 1万 8 千人 

行 政 

○高崎市 

○群馬県 

○警察署 など 

事業者 

○交通事業者 

（鉄道、バス等） 

○デベロッパーなど 
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中心市街地では、商店街と大型小売店の連携による販売促進イベントの実施、地元

商業者・行政・まちづくり団体の連携による様々なまつりやイベントの開催、協議会

構成員である財)高崎市都市整備公社が地域と連携して優良建築物等の整備を行うと

いった取組みが行われており、今後、本計画の元に各取組みの連携を一層強化してい

くこととする。 

また実際の取組として、昭和 56 年に閉店した、群馬音楽センターとともに“高崎

文化”の象徴であった文化サロン「あすなろ」を復活させる動きが、地元商業者・行

政・まちづくり団体等の連携によって開始されている。 

さらに、本計画の策定を見据えて、高崎経済大学や NPO 等が連携し、空き店舗を活

用した地域ブランド商品の開発・販売、空家を活用したまちなか居住の推進、市街地

更新の計画づくり、地域づくりを担う人材育成等の取組みを、平成 20 年度地方の元

気再生事業の採択を受け、開始している。 


